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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 28 号　2019 年 7 月 25 日
1．はじめに
　我が国では、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分
に発揮できるようにすることを目的として、平成 27 年 8 月 28 日「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律」を制定した。しかし結婚や出産をきっかけに約半数の女性が退職を選択し
ているのが実状である文献 1。また出産を機に退職後、子育てが一段落した時点で再就職活動を






















































































































































































































ている。経済産業省が 2016 年に発表した「雇用関係によらない働き方」に関する報告書文献 18 で
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